
 

１ 

 

生駒市監査委員告示第３号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第１項の規定による監査請求について、次

のとおり公表する。 

 

平成２４年５月７日 

 

生駒市監査委員 藤 本 勝 美 

生駒市監査委員 井 上 圭 吾 

生駒市監査委員 中 谷 尚 敬 

 

 

第１ 監査の請求 

１ 請求人 

 

２ 請求書の提出 

平成２４年３月１３日 

 

第２ 請求の要旨 

請求書及び請求書に添付された事実を証する書面並びに陳述時の補足説明によれば、本件請

求の要旨は次のとおりである。 

 

１ 請求の対象行為 

生駒市が、法律又は条例の定めによらず、生駒市市民自治推進会議設置要綱（以下「設置

要綱」という。）により生駒市市民自治推進会議（以下「推進会議」という。）を設置し、

平成２４年１月１７日開催の会議に出席した各委員に対し、謝礼として合計６７，０００円

を支払った行為 

 

２ 対象行為が違法又は不当であることの理由 

自治法第１３８条の４第３項の規定では、普通地方公共団体が任意に附属機関を設置する

場合には、法律又は条例の定めるところにより設置しなければならないとされているにもか

かわらず、生駒市が条例ではなく設置要綱により推進会議を設置したことは違法である。ま

た、条例の定めもなく学識経験を有する委員とその他の委員で支給額に差をつけていること

は憲法第１４条違反である。そのため、生駒市が平成２４年１月１７日に開催された推進会

議の会議に出席した８名の委員に対し、謝礼として６７，０００円を支払った行為は、給与

条例主義に違反した違法な行為である。 

 

３ 求める措置内容 

生駒市長に対し、平成２４年１月１７日開催の会議に出席した推進会議の委員に支払った

合計６７，０００円及び支払日翌日から起算し生駒市へ返還されるまでの民法所定の遅延損
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害金を生駒市に返還すること、推進会議を解散すること及び推進会議から市長に提出された

答申又は提言を無効にすることを勧告するよう求める。 

 

第３ 監査の実施 

 

１ 証拠の提出及び陳述 

請求人に対して、自治法第２４２条第６項の規定により、平成２４年４月５日に証拠の提

出及び陳述の機会を設けた。これに対し、請求人から新たな証拠の提出及び請求内容の補足

説明があった。 

 

２ 監査の対象事項 

生駒市が、平成２４年１月１７日開催の会議に出席した推進会議の委員に対し、謝礼とし

て合計６７，０００円を支払った行為について監査の対象とした。 

 

３ 監査の対象部局等 

生駒市市長公室市民活動推進課を監査の対象とし、必要な資料の提出を求めた。また、市

長公室長及び市民活動推進課長の出席を求め、平成２４年４月５日に事情聴取を行った。 

 

第４ 監査の結果 

 

主文 

１ 本件請求について、請求人の求める措置請求を棄却する。 

２ 推進会議は、その活動実態から附属機関に該当すると認められたため、次のとおり生駒市

長に対し勧告する。 

（１）推進会議を存続させるか否か、存続させるとした場合、条例に基づき附属機関として設

置する、あるいは所掌事務の範囲を明文で限定するなどしてその活動が附属機関と同じ活

動にならないようにするなど、適切な措置を講じ、その結果を平成２４年１０月１３日ま

でに報告すること。 

（２）上記報告をするまでの間、推進会議の活動を停止するための適切な措置を講じ、その結

果を平成２４年５月３１日までに報告すること。 

 

事実及び判断理由 

１ 事実関係の確認 

本件請求書及び提出された事実証明書並びに提出された資料及び関係職員の事情聴取に基

づき、次のように事実を確認した。 

（１）推進会議について 

ア 推進会議の設置 

推進会議は、市民、議会、及び市長をはじめとする行政が、それぞれどのような役割を

担ってよりよい生駒市をつくっていくかという三者の役割と責務を明らかにした、いわゆる
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自治体運営の基本ルールを定めた生駒市自治基本条例（平成２１年６月生駒市条例第２０

号）（以下「基本条例」という。）の運営状況等を市民の立場から見守るために設置要綱に

基づき平成２１年８月１８日に設置された。推進会議の所掌事務は、①基本条例の趣旨、目

的等の周知を図るための取組や、基本条例の適正な進行管理等に関すること、及び②その他

基本条例を推進していく上で特に必要と認められる事項とされている（設置要綱第２条）。 

委員の定数は１０名以内とされ（設置要綱第３条）、現在の委員構成は、学識経験を有

する者３名、市議会議員１名、その他市長が認める者６名で計１０名となっており、委員

の任期は市長が委嘱した日から基本条例第５４条に規定する見直し案の策定までとなって

いる（設置要綱第４条）。推進会議には、会長、副会長を各１名ずつ置くこととなってい

るが（設置要綱第５条第１項）、会議体としての定足数や決議要件などは定められていな

い。また、推進会議の庶務は市民活動推進課で処理することが定められている（設置要綱

第８条）。 

イ 推進会議の会議開催状況 

設置要綱施行日から本件請求時点までの間に開催された推進会議の会議は、下表のとお

りである。 

 開催日 案件 

第１回 平成 21 年 9 月 24 日 ・会長の互選、副会長の指名等 

第２回 平成 21 年 11 月 25 日 ・シンポジウム開催報告について 

・自治基本条例施行にむけた行政の取り組みについて 

第３回 平成 22 年 2 月 24 日 ・参画と協働のまちづくり事務事業調査等報告について 

・生駒市市民自治推進会議ワークスケジュール案について 

・(仮称)生駒市市民投票条例案の検討について 等 

第４回 平成 22 年 4 月 6 日 ・(仮称)生駒市市民投票条例案の基本的事項の検討につい

て 

第５回 平成 22 年 7 月 2 日 ・(仮称)生駒市市民投票条例案の検討について 

第６回 平成 22 年 8 月 30 日 ・(仮称)生駒市市民投票条例案の検討について 

第７回 平成 22 年 9 月 29 日 ・(仮称)生駒市市民投票条例案について 

・(仮称)生駒市市民投票条例案及び(仮称)生駒市市民が選

択する市民活動団体支援制度に関するアンケートにつ

いて 

・(仮称)生駒市市民が選択する市民活動団体支援制度につ

いて 

第８回 平成 22 年 11 月 22 日 ・(仮称)生駒市市民投票条例案についてのパブリックコメ

ント及びアンケート実施状況について 

・(仮称)生駒市市民が選択する市民活動団体支援制度の創

設に向けた団体向けアンケートについて 

第９回 平成 22 年 12 月 16 日 ・(仮称)生駒市市民投票条例案パブリックコメント実施結

果について 

第 10回 平成 23 年 1 月 12 日 ・(仮称)生駒市市民投票条例案について 

第 11回 平成 23 年 3 月 29 日 ・(仮称)生駒市市民投票条例案について 

・生駒市民が選択する市民活動団体支援制度について 

第 12回 平成 23 年 5 月 23 日 ・(仮称)生駒市市民投票条例案について 

・(仮称)生駒市市民参画と協働推進マニュアルの策定につ

いて 

・市民自治協議会の設立に向けて 
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第13回 平成 23 年 7 月 12 日 ・(仮称)生駒市市民投票条例(案)について 

・(仮称)生駒市市民参画と協働推進マニュアル(案)の策定

について 

第 14回 平成 23 年 10 月 17 日 ・附属機関等の会議の公開に関する基準第2条(2)、(3)及

び第3条により非公開 

第 15回 平成 24 年 1 月 10 日 ・(仮称)生駒市市民投票条例(案)について 

第 16回 平成 24 年 1 月 1７日 ・(仮称)生駒市市民投票条例(案)について 

・(仮称)生駒市市民参画と協働指針(案)の策定について 

ウ (仮称)生駒市市民投票条例(案)について 

推進会議では、平成２４年１月１７日に推進会議の提言として「(仮称)生駒市市民投票

条例(案)」を市長に提出している。(仮称)生駒市市民投票条例の案については、第３回の会

議から第１６回の会議にかけて検討を行っている。検討を行うにあたっては、各委員が意見

を述べるだけではなく、平成２２年１１月１日から同月３０日までパブリックコメントを実

施するとともに、無作為抽出した３，０００人の市民を対象にアンケート調査を実施するこ

とにより、市民の意見を反映しながら各委員が意見を述べ、各条文の案について検討を行い、

推進会議としての条例案をまとめている。 

（２）生駒市における附属機関等に係る運用について 

生駒市では、附属機関等の設置及び運営に関する取扱指針（以下「取扱指針」という。）

を定め平成２０年４月１日から施行している。取扱指針は、自治法第１３８条の４第３項に

基づき法律又は条例により設置する機関（以下「附属機関」という。）と、専門知識の導入、

市政に対する市民意見の反映等を目的として個別の要綱等により設置する機関（以下「準附

属機関」という。）を、併せて「附属機関等」と定義し、附属機関等の設置及び運営に関し

必要な事項を定めている。 

また、附属機関の委員に対する報酬の額は、生駒市の特別職の職員で非常勤のものの報酬、

費用弁償及び期末手当に関する条例（昭和３１年１１月生駒市条例第１２号）（以下「報酬

条例」という。）において、日額１４，０００円と定められている。準附属機関の委員に対

する謝礼の額は、取扱指針と同時に定められた附属機関等の委員の報酬等に関する基準（以

下「報酬基準」という。）において、学識経験を有する者として選任された委員は日額１４，

０００円以内、その他の委員については日額５，０００円以内とし、準附属機関ごとに任命

権者が市長と協議し決定することとしている。なお、市議会議員については、準附属機関の

委員としての謝礼は支給しないこととされている。 

（３）平成２４年１月１７日開催の会議に出席した委員に対する謝礼の支出ついて 

平成２４年１月１７日開催の第１６回会議には、学識経験を有する者として委嘱された委

員３名、その他市長が認める者として委嘱された委員５名の計８名の委員が出席している。

この会議では、１つ目の案件として(仮称)生駒市市民投票条例(案)について、推進会議とし

ての最終案の検討を行い、２つ目の案件として(仮称)生駒市市民参画と協働指針(案)の策定

について検討を行っている。 

出席した委員に対して、市は報酬基準に基づき、学識経験を有する者として委嘱された委

員３名にそれぞれ１４，０００円、その他市長が認める者として委嘱された委員５名にそれ

ぞれ５，０００円、合計６７，０００円を、平成２４年２月６日に委員謝礼の名目で報償費
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から支出している。 

 

２ 判断理由 

（１）推進会議の設置について 

自治法第１３８条の４第３項は「普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところによ

り、執行機関の附属機関として自治紛争処理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、

審査、諮問又は調査のための機関を置くことができる。」と規定している。これは、普通地

方公共団体は、任意に附属機関を設置することができるが、その際には、必ず法律又は条例

の規定に基づくものでなければならないとの趣旨である（附属機関条例設置主義）。 

附属機関及び準附属機関は、行政に住民の意思を反映させるとともに、専門家の知識・技

術を導入することにより、複雑化、高度化、専門化する広範囲の行政需要に適切に対応する

ために設置され、地方行政の政策形成のプロセスを補完する役割を担っている。これらの広

範囲でかつ変化する行政需要に応じるためには、迅速かつ機動的に附属機関等を設置するこ

とが求められる場合があり、生駒市に限らず、要綱、規則などに基づき設置されている準附

属機関が多数存在している。長と議会との二元代表制のもとでは、住民により直接選挙され

た長には独自の組織編成権があるが、附属機関の設置については議会によるコントロールを

認めているのが自治法第１３８条の４第３項の趣旨である。ここにいう「附属機関」には、

一時的、臨時的に設置される機関や、住民の権利義務に影響を及ぼす権限行使の前提となる

調停、審査、諮問又は調査を行うものでない機関は含まれないとの見解もあるが、一般的に

は、執行機関の要請により、行政執行のために必要な資料の提供等行政執行の前提とし

て必要な審査、諮問、調査等を行うことを職務とする機関を総称するものであって、そ

の名称は問わないと理解されている（平成１４年１月３０日さいたま地方裁判所平成１

１年（行ウ）第８号）。 

本件請求の監査対象である推進会議は設置要綱により設置されており、法律又は条例

を設置根拠とする附属機関として設置されたものではない。そのため、設置目的、委員

の構成、設置する期間、活動内容等を総合的にみたときに、その実態が、実質的には自

治法第１３８条の４第３項に定める附属機関と認められる場合、推進会議の設置は法律又は

条例に基づいていないから違法であると判断せざるを得ないこととなる。 

そこで、推進会議についてみてみると、その設置目的は基本条例の運営状況等を市民の立

場から見守ることであり、その所掌事務は、基本条例の趣旨、目的等の周知を図るための取

組や基本条例の適正な進行管理等に関すること、及びその他基本条例を推進していく上で特

に必要と認められる事項とされ、組織としては会長及び副会長は置かれるものの会議体とし

ての定足数や決議要件などは定められておらず、設置要綱からは必ずしも調停、審査、諮問

又は調査を行うための機関とは認められない。しかし、推進会議の現実の活動内容をみると、

市からの提案による案件として、(仮称)生駒市市民投票条例(案)について検討を重ね、市民

の意見を反映させるためにパブリックコメントやアンケート調査を行い、最終的には推進会

議の名前において(仮称)生駒市市民投票条例(案)を市長に提出している。このことは、市長

からの諮問に対する答申という形式ではないものの、条例案を推進会議の案件として調査、

検討し、一つの組織体として市長に対し一定の提言を行っているものであり、実態としてみ
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れば、推進会議は市長の諮問、調査を行う機関であると言わざるをえない。また、推進会議

の委員の任期は、基本条例施行後５年以内に行われる同条例の見直し案の策定までとされ、

かつ既に２年６か月以上にわたり活動を行っていることから考えて、一時的、臨時的に設置

された機関ではない上、会議において(仮称)生駒市市民投票条例(案)という住民の権利義務

に影響を及ぼす事項について検討を行っている。 

このように、推進会議は、その実質的な活動内容からみれば、自治法第１３８条の４第３

項に定める附属機関に該当すると認められ、条例ではなく要綱で設置された推進会議が現状

の活動を続ける限り、違法であると言わざるをえない。 

なお、当監査委員は、平成２３年１１月１８日付けで請求のあった住民監査請求につき、

平成２４年１月１３日付けで、条例によらず要綱などに基づき設置された推進会議を含む２

４の準附属機関について、その設置目的、業務の実態等を精査し、附属機関として条例に基

づいて設置すべきものとそうでないものを整理した上で、適切な措置を検討し、その結果を

９か月以内に報告するよう、生駒市長に対して勧告したが、これを受けて、執行機関におい

ては現在整理、検討作業を行っているとのことである。 

しかし、上記のとおり、推進会議は、これまでの活動内容を前提とする限り附属機関に該

当することから、推進会議を今後も存続させるか否か、存続させるとした場合、条例に基づ

き設置するか、あるいは所掌事務の範囲を附属機関とならないように明文で限定するかなど

して、違法とならないように適切な措置を講じる必要があると判断した。また、推進会議の

実態は附属機関と認められ、その活動は違法になる可能性が高いため、適切な措置がとられ

るまでの間、推進会議の活動を停止することが相当である。よって、主文のとおり勧告する

こととした。 

また、請求人は、推進会議から市長に提出された答申又は提言を無効にすることを求めて

いるが、推進会議から出される答申又は提言については、法的な拘束力を持つものではない

ことから、これを市の政策や施策に採り入れるかどうかについては、専ら市長の裁量に委ね

られているものであるといえる。そのため、推進会議が提出する答申又は提言について、有

効又は無効という概念自体が存在しないということができることから、答申又は提言を無効

にすることを求める請求については棄却することとした。 

（２）推進会議の委員に対する謝礼の支出について 

附属機関の場合、自治法第２０４条の２の規定により、法律又はこれに基づく条例によら

ないでいかなる給与その他の給付も支給できないとされ（報酬等条例主義）、生駒市では報

酬条例を制定し、これに基づき委員に報酬を支給している。生駒市は、推進会議については、

準附属機関として設置されており附属機関に該当しないとしているため、報酬条例の適用を

受けず、報酬基準を定めて謝礼を支給している。しかし、上記のとおり、推進会議は実質的

に附属機関に該当するから、推進会議の設置は違法であり、推進会議の委員に対し謝礼を支

給した行為は、法律又は条例に基づかずに報酬を支給したことになって、違法な行為である

と言わざるを得ない。 

しかし、委員に対する謝礼等の支払いなどが報酬等条例主義に反するとしても、委員が適

切な任務遂行（役務提供）をしている場合には、生駒市は任務遂行による役務の給付を受け

ているのであるから、生駒市は損害を被っていないとみるべきである。本件監査における対
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象行為である平成２４年１月１７日開催の第１６回会議では、出席した委員につき明らかに

不適切な任務遂行と認められる行為は認められず、委員への謝礼等の支払いが生駒市に損害

を与えたとまでは認められない。 

また、報酬基準において、学識経験を有する者として選任された委員とそれ以外の委員で

謝礼の額に差異があることについては、学識経験を有する者として選任された委員について

は、委員が有する豊富な知識と経験により、より専門的な意見の提供を期待し選任するもの

であるから、他の委員と謝礼の額に差をつけていることが、平等性を欠き、直ちに違法又は

不当であると言うことはできない。 

以上のことから、平成２４年１月１７日開催の会議に出席した推進会議の委員に支払った

合計６７，０００円及び支払日翌日から起算し生駒市へ返還されるまでの民法所定の遅延損

害金を生駒市に返還することを求めるとの請求を棄却することとした。 

以上 


